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冬期の積雪や路面凍結などの路面状態悪化は交通事故の発生に大きな影響を与えていると考えられてい

る．一方で，交通事故統計原票等には交通事故発生時の詳細な路面状態が記録されておらず，両者の関係

を定量的に評価することは困難であった．そこで本研究では路面状態を予測する手法を用いて交通事故発

生時の路面状態と交通事故発生状況の関係について検証を行った． 

その結果，交通事故件数は積雪深が15mmから20mm程度である場合に最も多くなり積雪深がさらに増加

すると交通事故件数は減少に転じること，路面すべり抵抗値がわずかに減少した場合に交通事故件数が増

加する一方でさらに滑りやすい場合交通事故件数は減少することなどが示され，交通事故件数は路面雪氷

状態が中程度に悪化した条件下で最も増加することが明らかとなった． 

 

     Key Words :winter traffic accident, traffic accident risk, road condition  

 

 

1. 研究の背景および目的 

 

日本は国土の約6割が積雪寒冷地域であり，これらの

地域では積雪・路面凍結に伴うスリップ事故や吹雪発生

時の視程障害による路外逸脱など冬期特有の気象条件に

起因する交通事故（冬型事故）が多発している．冬型事

故の約8割は路面状態悪化に伴うスリップ事故であり1)，

冬期の気象条件や路面状態が交通事故発生に及ぼす影響

を明らかにすることは，より効果的な冬期交通事故対策

の立案・実施等を行う上で有用であると考えられる．  

冬期の気象条件や路面状態が交通事故に及ぼす影響に

ついてはこれまでに様々な研究が行われている．例えば，

平澤・浅野1)は北海道において気温が事故発生件数に及

ぼす影響についての研究を行い，日平均気温が-4℃付近

となる場合に交通事故件数が最も多くなることを明らか

にした．また，堀井・村井2)は東北地方において冬期に

発生した交通事故と路面状態の関係について分析を行い，

路面状態の悪化に伴い重大事故が発生しやすくなること

を示した．また，Norrmanら3)はRoad Weather Information 

Systemによる路面状態判別結果と交通事故発生リスクの

関係について検証を行い，凍結路面で降雨がある場合や

降雪・結露凍結時に交通事故発生リスクが大きくなるこ

とを明らかにした．このように，気象条件や定性的な路

面状態と交通事故発生リスクの関係は明らかになりつつ

ある． 

一方で，近年では冬期道路管理の適正化（冬期交通事

故等の防止と除雪・凍結防止剤散布等費用の削減の両

立）を目的として路面状態を定量的に計測4)・予測5)する

手法の開発が行われている．これらの手法で得られた路

面状態の計測・予測結果は，路面状態と冬期交通事故発

生状況の定量的な関係が明らかであれば，路面状態の計

測・予測結果から冬期交通事故発生リスクを推定するこ

とが可能となる．これにより，除雪や凍結防止剤散布等

による交通事故発生リスクの減少効果推定や費用便益分

析などが可能となり．これらの結果を活用したより効果

的な冬期交通事故対策が可能になると考えられる．しか

しながら，定量的な路面状態と交通事故発生状況の関係

についてはほとんど検証が行われていない． 
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そこで本研究では，路面温度や積雪深，路面すべり易

さ等の定量的な路面状態と交通事故発生状況の関係を明

らかにすることを目的とする． 

 

 

2. 交通事故発生時等における定量的な路面状態

の把握 

 

定量的な路面状態と交通事故発生状況の関係について

検証を行うためには，交通事故発生時の路面温度や路面

すべり易さ等が明らかになっている必要がある．交通事

故分析等に用いられる交通事故統計原票には定性的な路

面状態（湿潤，凍結など）に関する項目は存在するもの

の，定量的な路面状態は記録されていない．このため，

交通事故発生時の定量的な路面状態を明らかにするため

には他の手法によって得られた路面状態の計測・予測結

果と交通事故データを関連付ける必要がある． 

定量的な路面状態を得る手法の1つとしては，各種計

測機器によって得られた路面状態実測値を用いることが

考えられる．例えば，1．で挙げた路面状態計測車両は

路面温度や路面すべり抵抗値（HFN）を路線方向に連続

して計測可能であり，路面状態計測車両による計測の直

前または直後に発生した交通事故について路面状態計測

結果を関連付けることで交通事故発生状況と定量的な路

面状態の関係検証が可能である．他方，この手法では定

量的な路面状態と交通事故発生状況の関係検証が可能と

なるのは路面状態計測が継続して行われており，かつ路

面状態計測の直前・直後に交通事故が多数発生するよう

な路線に限られるがこのような条件を満たす路線は非常

に少ないという難点がある． 

そこで本研究では，任意の日時および地点の路面状態

を推定可能な広域路面雪氷状態予測モデルを用いて交通

事故発生時の路面状態を定量的に推定し，交通事故発生

状況との関係について検証を行った． 

 

(1)路面状態の推定手法 

本研究で用いる広域路面雪氷状態予測モデルは，以下

の4つの計算プロセス，すなわち，1)沿道の地形や建物

を考慮した道路気象計算，2)路面熱収支計算，3)路面雪

氷層を構成する水・氷・空気の収支計算および4)HFNの

計算から成る． 

道路気象計算では図-1に示すように道路周辺の地形や

建築物（沿道地物）の形状をデジタル地形データ・建築

物形状データを用いて三角形要素の集合体として再現し，

沿道地物による日射の遮蔽，反射および輻射による影響

を求める． 

路面熱収支計算では図-2に示すように路面雪氷層およ

び舗装を模した計算要素に出入りする熱量を計算し，各

計算要素の温度を求める．路面雪氷層の温度Tsは日射や

降水等の気象要因，雪氷層からの水分蒸発や昇華等の相

変化に伴う要因，雪氷層の飛散や排水など質量変化に伴

う要因，地盤からの熱伝導，車両通過に伴う日射遮蔽や

 

図-2 舗装および路面雪氷層における熱収支計算の概念図 

 

 

 

 

 

図-1  道路周辺の地形・建築物が路面状態に与える 

影響の考慮 
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輻射など種々の要因を考慮して，次式で求められる． 
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ここに， 

(c)s ：雪氷層の体積熱容量(J/m3K) 

Ts ：雪氷層温度(℃) 

t ：時間(sec) 

hs ：走行（タイヤ）部の路面雪氷層厚(m) 

qsds ：日向・日陰を考慮した直達および散乱日

射熱フラックス (W/m2)（表層のみ） 

qlds ：雪氷層に入射する長波放射フラックス 

(W/m2) （表層のみ） 

qlus ：雪氷層からの長波放射フラックス 

(W/m2) （表層のみ） 

qas ：車両風･自然風による顕熱フラックス 

(W/m2) （表層のみ） 

qsf ：降雨／降雪顕熱フラックス (W/m2) 

（表層のみ） 

qle ：蒸発・昇華潜熱フラックス (W/m2) 

（表層のみ） 

qsa ：飛散による顕熱フラックス(W/m2) 

qlm ：融解・凝固潜熱フラックス(W/m2) 

qif ：融雪水の下方浸透による顕熱フラック 

ス(W/m2) （最下層以外） 

qdr ：排水による顕熱フラックス(W/m2) 

（最下層のみ） 

qsp ：雪氷層と舗装表面間の熱移動フラック 

ス (W/m2)（最下層のみ） 

qst ：日射の透過熱フラックス (W/m2) 

なお，各項の詳細な計算方法は参考文献6)-8)を参照さ

れたい． 

路面雪氷層の質量および体積収支計算では，図-3に示

すように雪氷層が氷，水および空気の3つの成分で構成

されているものとし，各成分について体積の収支を求め

る．雪氷層中の水，氷質量Mw，Miおよび空気体積Vaの

収支はそれぞれ以下の式で求められる． 

sawdwswiwlwfw
w MMMMMM

t

M
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 (4) 

ここに， 

Mfw ：降雨フラックス(kg/m2/s) （表層のみ） 

Mlw ：蒸発・凝結フラックス(kg/m2/s) （表層の

み） 

Miw ：融解・凝固フラックス(kg/m2/s)  

Msw ：融雪水の下方浸透フラックス (kg/m2/s) 

（最下層以外） 

Msaw ：飛散により失われる雪氷層中の水分 

フラックス(kg/m2/s) 

Mfi ：降雪フラックス (kg/m2/s)（表層のみ） 

Mli ：昇華フラックス (kg/m2/s)（表層のみ） 

Miw ：融解・凝固フラックス(kg/m2/s) 

(＞0：融解，＜0：凝固) 

Msai ：飛散氷成分フラックス(kg/m2/s) 

Vfa ：降雪空気フラックス(m3/m2/s) 

Vexa ：置換空気フラックス(m3/m2/s) 

Voa ：開放空気フラックス(m3/m2/s) 

Vsaa ：雪氷層中の飛散空気成分フラック 

ス (m3/m2/s) 

Vvca ：車両が 1台通過した時の粘性圧縮による排

出空気フラックス (m3/m2/s) 

である．  

最後に，HFNの計算ではこれらの過程を経て得られた

路面雪氷状態計算結果を用いて次式で求められる． 

 

図-3 路面雪氷層における体積収支計算の概念図 
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ここに， 

i ：雪氷層の体積含氷率 

これらの計算が完了すると路面温度，路面雪氷状態

（路面の積雪深，路面雪氷層の含水率，含氷率など）や

HFNの空間・時間分布が出力される． 

 

(2) 路面状態の推定精度 

路面状態推定値を用いて交通事故発生状況と定量的な

路面状態の関係について検証を行うためには，任意地

点・日時の路面状態を精度良く推定する必要がある．そ

こで，路面温度，積雪深，雪氷層の体積含氷率および

HFNについて，複数の路線を対象として2.(1)で述べた手

法による路面状態の推定誤差を確認した． 

表-1は 福井県道182号線，253号線および市町村道と北

近畿豊岡自動車道における路面状態の推定誤差9)，10)を示

す．路面温度の推定誤差は3℃未満であり，積雪時には

路面温度の推定誤差は小さくなる傾向にあった． 

表-2は福井県道182号線，253号線および市町村道にお

ける車両走行部（わだち部）の積雪深推定誤差を示す．

積雪深の推定誤差は最大で6mm程度であり，本研究で用

いる路面状態推定手法は路面の積雪の有無および積雪深

を概ね良好な精度で推定可能であることが確認された． 

表-3は福井県道182号線，253号線および市町村道にお

ける車両走行部の雪氷層体積含氷率の推定誤差9)を示す．

雪氷層体積含氷率は推定誤差の検証に使用可能なデータ

数が少ないものの，推定誤差は最大でも20%未満であっ

た． 

表-4は福井県道182号線，253号線および市町村道と一

般国道230号線におけるHFNの推定誤差9)，11を示す．HFN

推定誤差は一般国道230号線においてやや高くなる傾向

にあるものの，ほぼ全ての路線・日時で概ね良好な精度

でHFNを推定可能であることが確認された． 

 

 

3. 定量的な路面状態と交通事故発生状況の関係

の検証方法 

 

 本研究では，2．で述べた手法を用いて北海道札幌市

中心部から15km圏内（図-4の円内）の一般国道のうち

ロードヒーティング実施地点を除く区間で2013年11月か

ら2014年3月に発生した交通事故について，定量的な路

面状態と交通事故発生状況の関係について検証を行った．

検証ではまず交通事故発生地点における事故発生日時の

定量的な路面状態を計算する．次に，検証対象路線の全

区間および全期間について定量的な路面状態を推定し，

路面状態の出現頻度を計算することで，路面状態の出現

表-4 HFNの推定誤差 

検証対

象路線 

日時 路面状態 

(目視判別) 

推定

誤差 

(HFN) 

福井県

道 182

号，253

号およ

び市町

村道 

2014/2/8 10:50 シャーベット～圧雪 4.9 

2014/2/8 14:10 湿潤～圧雪 12.1 

2014/2/8 17:10 湿潤～シャーベット 4.5 

2014/2/9 8:10 湿潤 4.3 

一般国

道 230

号線 

札幌市

街区間

(1～

15kp) 

2014/1/7 8:00 湿潤～凍結 14.8 

2014/1/7 10:00 湿潤 13.6 

2014/1/8 8:00 湿潤～シャーベット 18.2 

2014/1/8 10:00 湿潤 12.7 

2014/1/9 8:00 湿潤～凍結 15.5 

2014/1/9 10:00 乾燥～凍結 11.3 

2014/1/10 8:00 湿潤～凍結 15.4 

2014/1/10 10:00 乾燥～凍結 14.4 

2014/1/14 8:00 圧雪～凍結 10.4 

2014/1/14 10:00 湿潤～シャーベット 12.4 

2014/1/15 8:00 シャーベット～凍結 7.4 

2014/1/15 10:00 湿潤～シャーベット 15.3 

 

表-1 路面温度の推定誤差 

検証対象

路線 

日時 路面状態 

(目視判別) 

推定誤

差 (℃) 

福井県道 

182号，

253号お

よび市町

村道 

2014/2/8 10:50 シャーベット

～圧雪 

0.2 

2014/2/8 14:10 湿潤～圧雪 0.6 

2014/2/8 17:10 湿潤～シャー

ベット 

1.0 

2014/2/9 8:10 湿潤 1.0 

北近畿豊

岡自動車

道 

2010/11/11 0:00 乾燥 1.3 

2010/11/11 6:00 乾燥 1.5 

2010/11/11 12:00 乾燥 2.7 

2010/11/11 18:00 乾燥 1.1 

2012/1/26 2:00 シャーベット 0.6 

2012/1/26 6:30 圧雪 2.2 

 

表-2 積雪深の推定誤差 

検証対象

路線 

日時 路面状態 

(目視判別) 

推定誤

差 (mm) 

福井県道 

182号，

253号お

よび市町

村道 

2014/2/8 10:50 シャーベット

～圧雪 

6.2 

2014/2/8 14:10 湿潤～圧雪 6.2 

2014/2/8 17:10 湿潤～圧雪 0.1 

2014/2/9 8:10 湿潤～シャー

ベット 

0.0 

 

表-3 雪氷層体積含氷率の推定誤差 

検証対

象路線 

日時 路面状態 

(目視判別) 

推定誤

差 (%) 

福井県

道 182

号，253

号およ

び市町

村道 

2014/2/8 10:50 シャーベット～圧

雪 

18.0 

2014/2/8 14:10 湿潤～圧雪 1.3 

2014/2/8 17:10 湿潤～圧雪 6.3 
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距離あたり交通事故件数を求める．なお，本研究では路

面温度やHFNなど路面状態を表す指標について一定値毎

に階級分けを行い，各階級について路面状態出現距離あ

たり交通事故件数を求めた．  

本研究では，定量的な路面状態の推定に用いる気象デ

ータとして札幌気象台における測定データを，道路周辺

の地形データとして国土地理院基盤地図情報のデジタル

標高データ（空間解像度10m）を，道路周辺の建築物形

状データとして株式会社ゼンリンが発行するデジタル住

宅地図データを，交通量データとして2010年道路交通セ

ンサスデータをそれぞれ用いた．また，Rの計算に用い

る交通事故データとしては人身事故と比較して冬期の発

生件数が多い物損事故データ（n = 1673）を用いた． 

 

 

4. 検証結果および考察 

 図-5は検証対象区間および期間における路面温度毎の

出現距離あたり交通事故件数Rt を示す．なお，図中では

路面温度が5℃以上の条件下におけるRt を1として正規化

を行った．Rt は路面温度が0℃前後となる条件下で最も

大きくなり，路面温度が－6℃以下および1℃以上となる

場合のRt は路面温度が0℃前後となる場合と比較して小

さくなった．降雪時などのように路面に水分が存在する

条件下では，路面は種々の要因により湿潤から凍結まで

様々な状態を取り得る．路面温度が0℃前後となる条件

下でRt が最も大きくなる理由としては，このような路面

状態の急変が影響していると考えられる． 

 図-6は検証対象区間および期間における車両走行部の

積雪深毎の出現距離あたり事故件数Rd を示す．図中では

積雪が存在しない条件下におけるRd を1として正規化を

行った．Rd は積雪深の増加に伴い大きくなり，積雪深が

15mm以上20mm未満となる場合のRd は積雪がない場合と

比較して2.7倍となった．また，積雪深が更に増加する

とRd は減少に転じるものの，積雪深が20mm以上の場合

におけるRd はいずれも1より大きく積雪がない場合と比

較して事故が発生しやすい傾向にあった．これは積雪深

が大きい条件下では路面状態の悪化を認識した運転者が

通常より慎重な運転を行うことや，自動車による不要不

急の外出を控えることによる交通量の減少などの影響に

より交通事故の発生が抑制されるためと推察される． 

図-7は検証対象区間および期間における車両走行部の

雪氷層体積含氷率毎の出現距離あたり事故件数Ri を示す．

図中では積雪が存在しない条件下のRi を1として正規化

を行った．また，交通事故件数が非常に少ない（5件未

満）階級におけるRi は白抜きグラフで示した．Ri は体積

含氷率が60％から90％となる条件下で高くなる傾向にあ

り，体積含氷率が80％以上90％未満となる場合における

Ri は1.95となった．他方，体積含氷率が90％以上となる

 

図-4 路面状態と交通事故発生状況の関係の 

検証対象区間  

 

図-5 路面温度毎の出現距離あたり交通事故件数 

 

図-6 路面温度毎の出現距離あたり交通事故件数 

 

図-7 雪氷層体積含氷率毎の出現距離あたり交通事故

件数 
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場合のRiは1.08であり，積雪が存在しない条件下と比較

して出現距離あたり交通事故件数はわずかに高い程度に

留まった．体積含氷率が70％以上となる条件下では路面

雪氷層は強く踏み固められた圧雪となるため，雪氷層が

踏み固められていない場合と比較して走行しやすく走行

速度も大きくなる可能性があり，このことがRi の増大に

影響していると考えられる．一方，体積含氷率90％以上

では路面雪氷層は氷膜および氷板（いわゆる「つるつる

路面」）となり，目視で危険を認識しやすくなるため出

現距離あたり事故件数が小さくなったと推察される． 

 図-8は検証対象区間および期間における車両走行部の

HFN毎の出現距離あたり事故件数RHFN を示す．図中では

積雪が存在しない条件下（HFN70以上）のRHFNを1とし

て正規化を行った．RHFNはHFNが60以上70未満となる条

件下では1.11であり積雪が存在しない場合と比較して事

故の発生しやすさに大きな差は見られないが，HFNが60

未満になるとRHFNは大きく増加し，HFNが30以上40未満

となる条件下ではRHFNは1.97に達した．また，HFN30未

満ではRHFNは減少に転じ，HFNが20未満である場合の

RHFNは1.32となりHFNが50以上60未満の場合におけるRHFN

より小さくなった． HFNが30以上40未満となる条件下で

は路面状態は圧雪である場合が多く，路面に厚い新雪や

シャーベット状の雪氷がある場合と比較して走行速度が

高くなりやすいと考えられる．これはHFNが30以上40未

満の場合に最もRHFNが大きくなることに関係している可

能性がある．また，HFNが20未満と凍結路面のすべり易

さに相当する条件下でRHFNが小さくなるのは積雪深が非

常に大きい条件下でRdが小さくなることと同様の理由に

よるものと考えられる． 

以上の結果より，冬期の交通事故は総じて路面状態が

やや厳しい程度のときに最も発生しやすく，路面状態が

非常に厳しく運転者が危険を認識しやすい条件下では上

記の場合よりも発生しにくくなることが明らかとなった．

このことから，冬期の交通事故防止を進める際には運転

者が危険を認識しにくい場合（積雪深が極端に大きくな

い場合，凍結路面と比較してやや滑りにくい場合など）

に除雪や凍結防止剤散布などを重点的に行う，これらの

条件下で交通事故が発生しやすいことを運転者に周知す

るなどの対策が有効となると思われる． 

 

 

5. 結論 

 

 本研究では，冬期の路面状態を推定する手法を用いて

交通事故発生時等の路面温度や路面すべり易さなどを推

定し，これらの指標と冬期交通事故発生状況の関係につ

いて定量的に評価を行った．以下に得られた結果を列挙

する． 

 路面温度が0℃前後となる条件下では雪氷層の融

解・再凍結に伴うすべり易い路面の発生が原因と

考えられる交通事故が発生しやすくなる一方で，

路面温度が-6℃以下と非常に低い場合には路面温

度出現距離あたりの交通事故発生件数は小さくな

る 

 車両走行部（わだち部）の積雪深が15mmから

20mm程度となる条件下の積雪深出現距離あたり交

通事故件数は積雪が存在しない場合と比較して2.7

倍まで増加するが，積雪深が更に増加すると積雪

深出現距離あたり交通事故件数は減少に転じる 

 HFN出現距離あたり交通事故件数はHFNが60未満

とわずかに低下した場合でも大きくなり，車両走

行部のHFNが30以上40未満となる場合に最大とな

る 
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